
（ 別 表 ）
第 二 号 様 式 記 載 上 の 注 意 ｄ ⒡ ⅰ 記載すること。この場合において、非監査業務に基づく報酬を記載したと

きは、当該非監査業務の内容を記載すること。
記載すること。

第 二 号 様 式 記 載 上 の 注 意 ｄ ⒡ ⅱ 最近２連結会計年度において、提出会社及び提出会社の連結子会社がそれ
ぞれ監査公認会計士等と同一のネットワーク（共通の名称を用いるなどし
て２以上の国においてその業務を行う公認会計士又は監査法人及び外国監
査事務所等（外国の法令に準拠し、外国において、他人の求めに応じ報酬
を得て、財務書類の監査又は証明をすることを業とする者をいう。）を含め
て構成される組織をいう。）に属する者に対して支払った、又は支払うべき
報酬について、監査証明業務に基づく報酬と非監査業務に基づく報酬に区
分して記載すること（ただし、ⅰの規定により記載する報酬の内容及び連
結会社の監査報酬等の内容として重要性の乏しい報酬の内容を除く。）。こ
の場合において、非監査業務に基づく報酬を記載したときは、当該非監査
業務の内容を記載すること。

ⅰの規定により記載する報酬の内容のほか、提出会社の監査報酬等の内容
として重要な報酬の内容（例えば、提出会社の連結子会社の財務書類につ
いて監査証明業務に相当すると認められる業務を行う者（監査公認会計士
等と同一のネットワーク（共通の名称を用いるなどして２以上の国におい
てその業務を行う公認会計士又は監査法人及び外国監査事務所等（外国の
法令に準拠し、外国において、他人の求めに応じ報酬を得て、財務書類の
監査又は証明をすることを業とする者をいう。）によって構成される組織を
いう。）に属する者に限る。）に対して、当該連結子会社及び提出会社がそれ
ぞれ支払った、又は支払うべき報酬の内容）について、具体的に、かつ、
分かりやすく記載すること。

第 二 号 様 式 記 載 上 の 注 意 ｄ ⒡ ⅲ ⅰ及びⅱの規定により記載する報酬の内容のほか、最近２連結会計年度に
おいて、連結会社の監査証明業務に基づく報酬として重要な報酬がある場
合には、その内容について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。

最近２連結会計年度において、非監査業務に基づく報酬（提出会社が監査
公認会計士等に対して支払った、又は支払うべきものに限る。）があるとき
は、当該非監査業務の内容を記載すること。

第 二 号 の 五 様 式 記 載 上 の 注 意 ｂ ⒜ 記載すること。この場合において、非監査業務に基づく報酬があるときは、
当該非監査業務の内容を記載すること。

記載すること。

第 二 号 の 五 様 式 記 載 上 の 注 意 ｂ ⒝ 最近２事業年度において、提出会社が監査公認会計士等と同一のネット
ワーク（共通の名称を用いるなどして２以上の国においてその業務を行う
公認会計士又は監査法人及び外国監査事務所等（外国の法令に準拠し、外
国において、他人の求めに応じ報酬を得て、財務書類の監査又は証明をす
ることを業とする者をいう。）を含めて構成される組織をいう。）に属する者
に対して支払った、又は支払うべき報酬のうち、提出会社の監査報酬等の
内容として重要な報酬について、監査証明業務に基づく報酬と非監査業務
に基づく報酬に区分して記載すること（ただし、⒜の規定により記載する
報酬の内容を除く。）。この場合において、非監査業務に基づく報酬がある
ときは、当該非監査業務の内容を記載すること。

⒜の規定により記載する報酬の内容のほか、提出会社の監査報酬等の内容
として重要な報酬の内容（例えば、提出会社の連結子会社が監査公認会計
士等に対して支払った、又は支払うべき報酬）について、具体的に、かつ、
分かりやすく記載すること。

第 二 号 の 五 様 式 記 載 上 の 注 意 ｂ ⒞ ⒜及び⒝の規定により記載する報酬の内容のほか、最近２事業年度におい
て、提出会社の監査証明業務に基づく報酬として重要な報酬の内容につい
て、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。

最近２事業年度において、非監査業務に基づく報酬（提出会社が監査公認
会計士等に対して支払った、又は支払うべきものに限る。）があるときは、
当該非監査業務の内容を記載すること。

復 興 庁 令

改 正 後 改 正 前

（ 住 民 の 帰 還 の 促 進 を 図 る た め の 環 境 を 整

備 す る た め に 必 要 な 事 業 ）

（ 住 民 の 帰 還 の 促 進 を 図 る た め の 環 境 を 整

備 す る た め に 必 要 な 事 業 ）

第 八 条 法 第 三 十 三 条 第 二 項 第 二 号 ト の 復 興

庁 令 で 定 め る 事 業 は 、 次 に 掲 げ る も の （ 第

七 号 及 び 第 八 号 に 掲 げ る 事 業 に あ っ て は 、

避 難 解 除 区 域 等 （ 法 第 十 八 条 第 二 項 第 二 号

に 規 定 す る 避 難 解 除 区 域 等 を い う 。 以 下 同

じ 。 ） に お い て 実 施 さ れ る も の に 限 る 。 ） と す

る 。

第 八 条 法 第 三 十 三 条 第 二 項 第 二 号 ト の 復 興

庁 令 で 定 め る 事 業 は 、 次 に 掲 げ る も の と す

る 。

一 〜 三 （ 略 ） 一 〜 三 （ 略 ）

四 都 市 公 園 法 （ 昭 和 三 十 一 年 法 律 第 七 十

九 号 ） 第 二 条 第 一 項 に 規 定 す る 都 市 公 園

（ 第 七 号 ロ に お い て 「 都 市 公 園 」 と い う 。 ）

の 新 設 又 は 改 築 に 関 す る 事 業

四 都 市 公 園 法 （ 昭 和 三 十 一 年 法 律 第 七 十

九 号 ） 第 二 条 第 一 項 に 規 定 す る 都 市 公 園

の 新 設 又 は 改 築 に 関 す る 事 業

五 ・ 六 （ 略 ） 五 ・ 六 （ 略 ）
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〇 復 興 庁 令 第 一 号

福 島 復 興 再 生 特 別 措 置 法 （ 平 成 二 十 四 年 法 律 第 二 十 五 号 ） 第 三 十 三 条 第 二 項 第 二 号 ト の 規 定 に 基 づ

き 、 福 島 復 興 再 生 特 別 措 置 法 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 庁 令 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 一 年 一 月 三 十 一 日 内 閣 総 理 大 臣 安 倍 晋 三

福 島 復 興 再 生 特 別 措 置 法 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 庁 令

福 島 復 興 再 生 特 別 措 置 法 施 行 規 則 （ 平 成 二 十 四 年 復 興 庁 令 第 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 （ 以 下 「 傍 線 部 分 」 と い う 。 ） で こ れ に 対

応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 部 分 が あ る も の は 、 こ れ を 当 該 傍 線 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 後 欄

に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 部 分 で こ れ に 対 応 す る 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 部 分 が な い も の は 、 こ れ を 加

え 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 部 分 で こ れ に 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 部 分 が な い も の

は 、 こ れ を 削 る 。

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